
西
院
・
山
ノ
内
・
安
井
・
花

園
学
区
で
「
つ
ど
い
」
を
開
催

し
、
沢
山
の
参
加
頂
き
、
あ
り

が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

消
費
税
８
％
増
税
以
来
、
家

計
消
費
が
落
ち
込
み
、
増
税
し

た
の
に
、
社
会
保
障
は
悪
く
な

る
ば
か
り
。
複
数
税
率
の
上
に
、

ポ
イ
ン
ト
還
元
は
や
や
こ
し
い
。

消
費
税
増
税
は
決
ま
っ
た
事

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
い
っ
せ
い

地
方
選
挙
・
参
議
院
選
挙
で
増

税
中
止
の
審
判
を
！

ま
た
、
地
域
の
交
通
問
題
や
、

歩
道
の
段
差
、
ゴ
ミ
出
し
の
問

題
な
ど
地
域
の
様
々
な
身
近
な

要
望
で
の
交
流
が
出
来
ま
し
た
。

山田こうじです！

まちかどの元気印

Ｎ
Ｏ
、
２
０
３

２０１9年3月24日

ＮＯ.209

事務所：西院下花田町9-25

電話：222-3728

携帯：090-3970－4701

山田こうじ共産党検索

京
都
市
は
、
予
算
編
成
に

あ
た
り
、
安
倍
内
閣
同
様
に

「
景
気
は
緩
や
か
に
回
復
し

て
い
る
」
と
し
、
今
年
１
０

月
か
ら
の
消
費
税
増
税
を
前

提
に
、
市
バ
ス
・
地
下
鉄
・

上
下
水
道
料
金
、
公
の
施
設

の
使
用
料
等
に
消
費
税
を
転

嫁
す
る
、
値
上
げ
が
、
日
本

共
産
党
・
日
本
維
新
の
会
以

外
の
す
べ
て
の
政
党
の
賛
成

で
強
行
さ
れ
ま
し
た
。
消
費

税
転
嫁
額
は
半
年
で
総
額
８
．

３
億
円
（
年
間
１
６
．
６
億

円
）
に
な
り
ま
す
。

私
は
、
予
算
委
員
会
の
産

業
観
光
局
質
疑
で
、
京
都
企

業
の
休
廃
業
が
過
去
３
番
目

に
高
い
件
数
と
な
っ
て
い
る

事
実
や
、
内
閣
府
が
発
表
し

た
、
消
費
者
動
向
調
査
な
ど

も
示
し
、
景
気
認
識
を
質
し
、

増
税
中
止
を
国
に
求
め
る
よ

う
迫
り
ま
し
た
。

市
民
の
暮
ら
し
が
大
変
な

時
に
、
国
言
い
な
り
に
消
費

税
を
転
嫁
す
る
、
上
下
水
道

料
金
や
、
市
バ
ス
地
下
鉄
な

ど
の
値
上
げ
は
撤
回
す
る
よ

う
に
強
く
求
め
ま
し
た
。

観
光
消
費
頼
み
の
経
済
政

策
で
、
零
細
企
業
が
置
き
去

り
に
さ
れ
て
い
ま
す
。

観
光
消
費
が
好
調
な
の
に
、

休
廃
業
・
解
散
で
最
も
多
い

業
種
は
、
飲
食
店
な
ど
の

「
サ
ー
ビ
ス
業
」
。
大
型
店

や
大
手
チ
ェ
ー
ン
店
の
出
店

や
、
消
費
税
増
税
に
よ
る
個

人
消
費
の
落
ち
込
み
で
深
刻

な
営
業
実
態
に
な
っ
て
い
る

飲
食
店
の
生
の
声
を
紹
介
し
、

「
市
外
か
ら
稼
ぐ
力
を
呼
び

込
む
」
の
で
は
無
く
、
市
民

の
暮
ら
し
を
支
え
、
京
都
経

済
と
雇
用
を
支
え
て
い
る
、

零
細
事
業
者
の
支
援
を
す
る

為
に
も
、
中
小
企
業
振
興
条

例
の
制
定
を
求
め
ま
し
た
。

次
に
休
廃
業
が
多
い
の
が
、

建
設
業
で
す
。

昨
年
は
、
地
震
、
豪
雨
、

台
風
被
害
が
多
発
し
ま
し
た
。

建
設
事
業
者
が
多
忙
を
極
め
、

い
ま
だ
に
ブ
ル
ー
シ
ー
ト
に

覆
わ
れ
た
家
屋
が
多
数
残
っ

て
い
ま
す
。
こ
の
間
の
事
業

者
の
減
少
が
大
き
な
災
害
復

旧
に
大
き
く
影
響
し
て
い
ま

す
。建

設
産
業
は
、
技
能
労
働

者
の
高
齢
化
と
と
も
に
、
若

年
・
中
堅
層
の
離
職
の
増
加
、

若
年
の
新
規
入
職
者
が
激
減

し
、
技
術
・
技
能
の
継
承
が

困
難
な
状
況
に
陥
っ
て
い
ま

す
。
と
り
わ
け
、
自
然
災
害

が
頻
発
す
る
昨
今
に
お
い
て
、

災
害
時
の
緊
急
対
応
や
復
興

に
お
け
る
建
設
従
事
者
の
役

割
は
ま
す
ま
す
重
要
で
す
。

こ
う
し
た
状
況
に
国
土
交

通
省
は
、
若
年
層
の
建
設
業

離
れ
の
最
大
の
要
因
は
、
他

産
業
と
比
べ
て
も
「
劣
悪
な

賃
金
・
労
働
条
件
」
に
あ
る

と
し
て
、
公
共
工
事
設
計
労

務
単
価
を
７
年
連
続
で
引
き

上
げ
、
業
界
団
体
に
対
し
民

間
工
事
も
含
め
た
「
賃
上
げ

要
請
」
を
行
っ
て
い
ま
す
。

京
都
市
も
、
公
共
工
事
を

発
注
す
る
際
に
、
設
計
労
務

単
価
の
引
き
上
げ
に
応
じ
て

発
注
額
を
引
き
上
げ
て
い
る

が
、
現
場
で
は
そ
れ
が
反
映

さ
れ
て
い
な
い
。
２
０
１
８

年
１
２
月
の
公
共
工
事
現
場

調
査
の
結
果
で
は
、
１
４
人

の
労
働
者
か
ら
聞
き
取
り
、

「
賃
金
の
変
化
は
」
と
の
問

い
に
、
「
上
が
っ
た
、
少
し

上
が
っ
た
」
が
６
０
％
「
変

わ
ら
な
い
」
が
３
０
％
「
下

が
っ
た
」
１
０
％
。
「
賃
金

額
」
に
つ
い
て
は
設
計
労
務

単
価
の
５
５
％
～
８
１
％
、

平
均
６
９
％
と
い
う
結
果
で

し
た
。

公
契
約
の
現
場
で
働
く
労

働
者
の
賃
金
に
反
映
し
て
い

る
の
か
ど
う
か
、
追
跡
調
査

し
て
賃
金
実
態
を
つ
か
む
必

要
が
あ
り
ま
す
。
行
財
政
局

に
対
し
て
は
、
公
契
約
条
例

に
賃
金
要
項
を
求
め
て
い
ま

す
。
商
工
振
興
の
立
場
か
ら

も
、
実
態
を
調
査
し
、
賃
金

の
引
き
上
げ
を
求
め
る
必
要

が
あ
る
と
、
産
業
観
光
局
に

求
め
ま
し
た
。


